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エ ネル ギー技術戦略確立 をめ ぎして

専務理事 武 田 康

当研究所は昨年4月 の発足以来満1年 を経過いた しました。この間,当 初の計画

に比べます と遅れ気味ではあ ります ものの,調査研究事業 と財政基盤がための両面

で,着 実 に実績 を重ねてきてお りますが,こ れは ひ とえに関係 の方 々の御支援 と

御指導による ものであ ります。

当研究所は エネルギーの諸問題 を技術的側面か ら総合的に研究するため設立さ

れた ものであ りますが,研 究の内容 を大別すると,そ の一つはエネルギー技術 デー

タベースの作成,提 供 で,こ れ についてはこの季報で も何 回か御紹介 した とお りで

あります。 もう一つの分野は,エ ネルギーシステムの分析,評 価で,い わばエネル

ギー技術戦略 の基礎づ くりともいえる 分野であ ります。技術戦略 の 確立はわが国

の緊急の課題であ り,当 研究所 として もそれへの貢献が大 きな責務であ りますが,

今 までの ところでは,重 質油分解技術 の動的評価や核熱 の産業用利用な どの特定個

別のテーマに取 りくんで まい りました。

これ らはテーマ としては個別問題であ りますが,内 容 としては総合 システムに接

近す る手段を取扱 ってお ります。たとえば 動的評価は現在か ら将来 に向って年 々

変化 してい く石油の需給 システムについて,経 時的な価値 の変化 をも含めて評価す

る手法を提供する もので,重 質油問題に限 らず,石 炭 の総合的利用やエネルギー全

体のシステムの分析,評 価の面に も拡大適用 しうる考え方 を提示 した ものと考えて

お ります。 また 「核熱利用」は,今 後の エネルギーシステムの変化 を,2次 エネ

ルギー供給,消 費形態 の転換 とい う角度か ら把えることを試みた ものであ り,核 熱

の利用の面に限らず,供 給 と消費 とを結ぶエネルギー システムの最適化 をめざす研

究の一部 を構成する もの と考 えられ ます。

このような個別テーマを通 じて当研究所の蓄積 を重ねるとともに,企画委員会や

懇談会での討議 を通 じてエネルギー全体についてのマ クロ的な分析,評 価 もとりあ

げ,現 実的な新 しい システムの提案 と全体の技術戦略づ くりに寄与 していきたいと

考えてお ります。(た けだ こう)
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21世 紀 か らみた世界 エ ネル ギー情勢

一一国際応用 システム分析研究所(IIASA)に おける研究結果一

鈴 木 篤 之

1.東 西の研究協力の場

1972年6月 にス トックホルムで開かれた国

連人間環境会議に象徴されるように,1970年

頃は,第2次 大戦後4半 世紀を経た世界の一

つの反省期であった1)。 すなわち,科 学技術

の急速な進歩などによって先進国ではある程

度豊かな社会をつ くり上げることはできたが

他方において,い くつかの深刻な不調和が顕

在化 しつつあった。 インフレの慢性化,環 境

汚染の蔓延化,天 然資源の枯渇化,人 口の肥

大,南 北格差の拡大,伝 統的価値観の崩壊な

どであるが,1970年 に設立されたローマ クラ

ブが,1972年 に 「成長の限界」を発表 し,こ

れらを少 し誇張 した形で警告 したことはよく

知られている2)。

その頃は,ま た,米 ソの緊張緩和時代の定

着 しつっある時期で もあった。あるいは,定

着させる努力の特に必要 とされていた時期で

あったのであろう,そ の努力の一つ として,

東西の科学者が共同で,こ のような世界的諸

問題 を考えていこうという提案がなされ,一

つの国際的共同研究の場がつ くられた。オー

1)従 って,1970年 代 は環 境 の時 代 で あ った,

と もい わ れ る。

2)そ れ は ロー マ ク ラブ 自 身 の見 解 とい う よ り,

ス タデ ィを行 ったMITグ ル ー プ の考 え方 に

は ち が い ない が 。

ス トリアの首都 ウ イーンの南20キ ロメー トル

あた りに ラクセンブルグ とい う静 かないなか

町 があ るが,そ こには,皇 帝 マ リアテ レサの建

てた ラクセンブルグ宮殿 とよば れる離宮があ

り,今 は,国 際 応用 システム分析研究所(ln・

ternationalInstituteforAppliedSystems

Analysis,略 してIIASA)と い う看板 がかけ

られてい る。 ここが,そ の国際的共 同研究の

行 なわれている ところである。

IIASAの 特 徴 は,こ のよ うな設立の発端

か らもうかがい知 れるよ うに,東 と西の国 々

が共同 して共通 のテー マについて研究 を行 う

ことにあ る。そ して,こ の主 旨を出来 るだ け

いかすために,非 政府 ベース(Non-govern-

mental),非 営 利 べ一ス(Non-profitable)を

そ の原則 としてい る。従 って,各 国 の参加方

法 も,学 術会議 や特定 の委員会 が参加 メンバ

ー とな るとい うような特別 の方法 が とられて

お り,わ が国では,こ のためにIIASA日 本

委 員会(有 沢広 巳委員長)が 設 け られ,(財)産

業研究所 に事務局 が置かれている。

「アメ リカ,東 西 ヨー ロ ッパ,そ の他 の工業

化社会 に共通 す る諸 問題 を研究 す る」 とい う

のであ るか ら,そ の研究テーマは多岐 多様で

あ る。実際,1972年10月 の 発足(実 際 に研究

者の集 ま り始めたのは1973年6月)以 来,極

竃
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めて広範 囲に亘 った研究 テ「マを とり上げ て

きている。就 中,最 もカの入 れられてきたテ

ーマは ,エ ネルギー システムに関す る研究で

あ った。奇 しくも,1973年 秋 には,世 界 は,

い わゆるオ ィルシ ョックに見i舞わ れ,い かに

写真111ASAの あ るラクセンブルグ宮殿

して安定 なエネルギー源 を確保 す るかが,先

進工 業国の共通 の課題 とな ってきていた。従

って各 国 ともエネルギーシステム分析研究 に

対 す る関心 と期待 は極 めて高 く,IIASAの

研 究テーマの中で も特 に熱d・に研 究されるこ

ととな った。

エネルギー システム分析研究の リーダーは

西独 のヘ ッフェ レ教授3)で あ る。教授 は,西

独 におけ る高速炉 開発計 画 を推進 した原子炉

物理 学者 であ る1が,'IIASA発 足 後5年 間一・貫

して この研 究プ ロジ ェク トを推進 して来 た。

この間,多 くの国々か ら多 くの専 門家や考 え

表111ASAの 参 加 国
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タ リ

ポ ー ラ ン

英

オ ー ス ト リ ア

ハ ン ガ リ ー

ス ウ ェ ー デ ン

フ ィ ン ラ ン ド

オ ラ ン ダ

カ

ト

本

ダ

コ

ス

独

独
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国

リ

エ

ン
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エ
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(参 加 機 関 名)

TheNationalAcademyofSciences

AcademyofSciences

TheJ4panCommitteefortheIIASA

InstituteforResearchonPublicPolicy

TheCommitteefortheIIASA

TheFrenchAssociationfortheDevelopmentofSystemsAnalysis

TheGermarlAcademyofSciencesatBerlin

TheMaxPlankSocietyfortheAdvancementofSciences

TheNationalCenterforCyberneticsandComputerTechniques

TheNationalResearchCouncil

ThePolishAcademyofSciences

TheRoyalSocietyofLondon

TheAustrianAcademyofScience(1973年) .

HungarianAcademyofSciences(1974年)

TheSwedishComrnitteeforIIASA(1976年)

TheFinnishCommitteeforIIASA(1976年)

IIASA-NETHERLANDS(1976年)

方の異る研究者が参加した。筆i者自身1974年

から75年にかけて1年 半近 く参加したことが

あるが,こ のときには,約10力 国から20人程

度の研究者が集 まってお り,20人 がそれぞれ

独立に自らの興味に従 って研究を進めている

3)WolfHafele

とい う状況で あった。 これで果 して一つの研

究 としてまとまるのであろ うか と思 う程であ

ったが,ヘ ッフェ レ教 授の真摯 な ドイツ魂 は,

それ を結実 させ るに十分であ った。 プロジェ

ク ト・スター ト後5年 経 った今,よ うや く一

つの まとめの作業が行なわれてい るようで あ

♂
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る。 ここで は,こ の まとめの段階で,ど の よ

うな研究成果 を発表 しよ うとしてい るのか,

筆 者 の限 られた情報の 中か らそれを簡単 に紹

介 してみたい と思 う。'

2.技 術依存型エネルギー供給源に向けて

エネルギーシステム分析研究を国際的グル

ープで行 うとい う意味では,何 もIIASAに

限らない。MITの ウィルソン教授の下で行

なわれた第1回 のWAESス タデ ィ4)や国際

エネルギー機関の委託を受けて行なわれてい

る西独のユー リッヒ研究所とアメリカのブル

ックヘブン国立研究所のシステム分析 スタデ

ィなどがある。IIASAの 研究とこれらの研

究とのちがいを一口で言 えば,そ れは,研 究

の対象としている時間領域が長 く,い わば超

長期の観点からとらえているということにな

ろう。

すなわち,IIASAの スタデ ィでは,現 在

のように資源の有限性の不確かであるが故に

不安定なエネルギー供給構造ではな く,石炭,

原子力,太 陽熱 といった技術力によって支え

られたエネルギー供給構造はいかにあるべき

かに先ず目が向けられている。このことは リ

ーダーであるヘッフェレ教授が原子力という

技術の出身であることとおそらく無関係では

ないであろうが,先 進工業国のほとんどは資

源小国であ り,自 らの手によって本質的にエ

ネルギー問題 を解決しようとすれば,そ のよ

うな技術力に支えられた供給構造 を築 き上げ

る外はな く,そ れらの国々の共通の課題 とし

てとり上げるには極めて自然であった。従つ

て,先 ず世界を一つとみなし,世 界の技術水

4)WorkshoponAltemativeEnergy

Strategiesの 略 で,現 在,石 炭 問題 を検 討 中 。

(西暦) 2000年 2030年

化石燃料時代 転

?〈

換 期

》

新エネルギー時代

WAESの スタディ

国際エネルギー機関のスタディ
etc.

IIASA

図111ASAス タデ ィー の視点

準から照 らして考えられる潜在的供給力を推

算 してみるという方法がとられた。

新エネルギー時代を先ず考えてみるという

のであるから相当先の話である。IIASAで

は,そ れを少 くとも50年先 と考えている。半

世紀 もの年月を要する理由としてはい くつか

のことが考えられるが,必 要な資本設備の巨

大であることをその第1の 制約としてあげて

'いる。 資本設備の 巨大で あることは その設

計,建 設に要する期間の長いことを意味する

からである。簡単な話 として,現 在のわが国

における総1次 エネルギー消費を50年先には

すべて高速炉におきかえるとい う極端な場合

を想定すると,50年 後にはおそらく1,000基

近い高速炉設備を必要とすることとな り,と

ても実現できそうにない。新てネルギー技術

とはすなわち実証技術ではないことと同義で

あるから,そ の実証化に要する期間を考慮す

れば,更 に時間を必要とすることとなる。結

局,50年 後すなわち2030年 を一つの目途 とし

て考え,先 ずその時点におけるエネルギー供

給構造のあるべき姿について分析している。

他方,現 在から2000年 頃までに至る問題に

ついては他にいくつかのスタデ ィがあ り,そ

の期間については,そ れらのスタデ ィの結果

を活用するという方法がとられている。問題

4
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は,こ れら2000年 の状況 と先の2030年 の状況

とがうまくかみ合 うかどうかである。IIASA

では,こ の過渡期における問題 をエネルギー

戦略上極めて重要であるとし,そ の過程に介

在するい くつかの 重要な 制約条件を 明かに

し,併 せて,そ の制約条件下における最適戦

略 を例示的に示 している。

この過渡期における最適戦略は,当 然のこ

とながら,そ れぞれの国によって異 る。たと

えば,開 発途上国が今後50年 間のうちにどの

ような発展 を遂げるかは,そ の人 口の大きさ

からいって,開 発途上国自身はもとより他の

先進諸国の戦略にも大 きなインパク トを与え

るからである。IIASAの スタディでは,こ

のような世界の地域差 を考慮するため,世 界

を図2の ような7つ のブロックに分け,そ れ

ぞれのブロック単位に最適戦略を考えてみる

という方法がとられている。

世界 をい くつかのブロックに分けて将来社

会 を分析 してみようというアイディアは過去

に もい くつかみ られ る。その場合最大の困難

は,東 の国 々の統計デー タ と南の国 々の統計

デー タが必ず しも十分備 っていない ことにあ

るといわれた。 しか し,こ の点についてIIA

SAの ス タデ ィは特徴的で ある。すなわち,

東 の国 々のデー タに関 しては,そ れぞれの国

か らの研究 スタ ッフを通 して責任あ るデー タ

が得 られてお り,ま た,南 の国 々に関 しては,

イン ド,パ キスタンな どか ら特別に研究員 を

受 け入れ る と同時にエ ジプ トな どとは共同研

究 を行 うな どによって,根 気 よ くデー タを収

集 し七い る。勿論,こ の よ うに して得 られた
　 　 　 　

データが統計的に信頼性の高い ものであると

いえるかどうかは別問題であるが,そ れぞれ

の国々がその趣旨を理解 して積極的に提出し

たデータであるとい う意味では注目に値 しよ

う。

3.21世 紀 のエネルギー情勢は?

それでは,そ の よ うな視点に立 って,実 際

I
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図2ワ ール ドモデル としての地域性
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ソ連及び東欧

西欧及び日本,オ ース トラリア,南 ア
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どの ような結果が得 られ たのであろ うか?

以 下 に簡単 に紹介 したい。

1)2030年 の総エネルギー需要

まず,50年 後 の需要規模 につい てみ る と,

そ れは,石 炭 に して250億 トン/年 から400億

トン/年5)の 間 であろ うとみ てい る。需要規

模 を左右 する支配的因子 として,世 界人 ロの

伸び,開 発途上国 の経済成長,技 術進歩,生

活条件 ・価値観の変化 とい う4点 を挙げ,50

年 後 の人 ロ レベ ル80億(現 在の2倍)1人 当

りの平均 エネルギー消費量3～5kW6)(現 在

2kW/cap.)と い う見積 りか らその よ うな需要

規模 を想定 してい る。

図3に 明 かな よ うに,全 世界人 口の70%に

当 る人 々はlkW/cap.以 下 の生活 を強い られ

てい る。従 って,人 間1人 当 りのエネルギー

消費量 に着 目す る場合には,こ れ らの国 々の

将来 をどの よ うに見透すかに よって著 し く変

って くるが,IIASAで は,そ れ らの国々に

お ける工業化 ・文明化は時代の要請 としてあ

る程度進行す るが,そ のためにエネルギー消

　 　 　

費量が大巾に増大するとはみていない。そし

て,そ の後進国におけるエネルギー需要増の

上限を次のような都市化の条件から概算して

いる。すなわち現在の通常の都市における平

均エネルギー消費密度は約5W/m2で あるが,

80億 の民が全て,人 口密度1,000人/km2,エ

ネルギー消費密度10W/m2の 生活 をするとし

5)単 位 の換 算 は次 の通 りで あ る。

1ト ン(石 炭)=700万kca1=0.93kW・year

≒lkW・year

1ト ン(石 油)=1000万kcal=1.33kW・year

≒1.3kW・year

石 油,100万 バ ー レル/日 ≒5000万 トン/年

6)こ の 場 合 のkWは 熱 エ ネ ル ギー を意 味 し,

lkWと は1年 間 に石炭 約1ト ン を消 費 す る こ

と に相 当 す る 。
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図3現 在の世界におけるエネルギー消

費のされ方

て,総 需要 は800億 トン(石 炭)/年 とい うこと

にな り,こ れは一つの上限ではないか とい う

のである。

2)化 石燃料資源量の評価

250～400億 トン(石 炭)/年 とい うことは,

現 在 が約80億 トン(石 炭)/年 で あ るか ら,現

状 レベ ルの3な い し5倍 の需要 レベル とい う

こ とにな る。50年 後に この レベルに達 す ると

　 　 　 　

して今後50年 間 のエネル ギー所要量 をみ ると

図4に 示す よ うに,い つれに して も,石 炭 に

換算 して1兆 トン以上のエネルギー を必要 と

す るこ とにな る。

それで は,こ の よ うなエネルギー所要量 に

対 して,化 石燃料資源の利 用可能量 をどのよ

うにみ てい るのであろ うか?こ の点につい

てのIIASAの ス タデ ィは,1昨 年 の世界 エ

ネル ギー会議のデー タ及びその会議 に出席 し

た専門家へのア ンケー ト結果 な どから,極 め

て大雑 把な話 として,表2の ような数字 を示

してい る。すなわち,石 油 ・天然 ガスの利 用
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図4今 後50年 間 の 累 積 エ ネ ル ギ ー 所 要 量

(注)

1)ハ イ ・ケー ス,2030年,世 界 人 口:80億 人,

1人 当 エ ネル ギー 消 費5ト ン/年

2)ロ ー ・ケー ス,2030年,世 界 人 口:80億 人,

1人 当 エ ネ ル ギー 消 費3ト ン/年

3)仮 に,1人 当 エネ ル ギー 消 費 量 の伸 び が な

か った場 合,現 状(2ト ン/年)の ま ま。

4)IIASAの1つ の 目安 と して い る,石 油,

天 然 ガ ス資 源 量 の限 界 。

5)WAESの ス タデ ィに よ る,、石 油,天 然 ガ

ス の 資源 量 の限 界 。

表2化 石燃料資源量

〔単位:億 トン(石炭)〕

石 油1)

天 然 ガ ス1)

石 炭2)

確定埋蔵量 推定埋蔵量

1,350

750

6,450

4,500

3,300

101,260

(注)・

IIASAが,1977年 の世 界 エ ネル ギー 会議 に

発 表 され た デ ー タを基 に,一 応 の 目安 と した も

の。

1)オ イル ・シ ェー ル,タ ー ル ・サ ン ドな ど新

タ イプ の 石油 は含 まれ て な い 。従 って,こ こ

で い う石油 ・天 然 ガ ス は 旧 来 タ イプ の もの で

あ る。

2)IIASAで は,石 炭 は基 本 的 に新 エ ネル ギ

ー の一 つ で あ ると の立 場 を と って い る ので ,

こ こで の数 字 は使 われ て い な い 。

可能性 として約1兆 トン(石 炭)を 一つの 目安

としてお り,高 々,今 後50年 間 の世界エネル

ギー総所要量 と同程度 であ ろ うとい う。 この

数字 は,た とえばWAESの ス タデ ィと比較

してみ る と,WAESで は 石油 ・天 然ガスの

年間適正消費量 を推算す るに 当って,参 考 と

した利 用可能量は約6千 億 トン(石 炭)程 度7)

とされてい るので,悲 観的すぎ るとい う訳 で

はない。

しか し,IIASAの ス タデ ィでは,自 らの

手で埋蔵量予測 を行 ったのではな く,ま た,

この種 の統 計が極めて不確 かな ものであ るこ

とは認めてお り,そ の数 字 自体 を結 論の一つ

として主張す るつ も りはない ようであ る。む ・

しろ,大 切 な ことは,仮 に1兆 トンが2兆 ト

ンであろ うとも,50年 後 にはそれ迄 の消費量

と比較 して同程度 で しかない とい う点であ る

と主張 してい る。すなわち,2030年 迄 だけで

はな く2030年 以 降 もエネル ギー を必要 とす る

こ とを考 えれば,よ り重要な点は,石 油 ・天

　 　 　 　 　

然ガスの年間消費量は今後50年 間の うちに減

少せざるを得ないであろ うとい う点であると

い う。いいかえれば,今 後50年 間の うちに,

石油 ・天然ガスが供給源 として主役的地位を

占めるであろ うことは変らな くて も,こ れら

にかわる新しいエネルギー源をそれらと同程

度の規模で必要 とする時代が必ず到来すると

見ている。

3)新 エネルギー技術は?

それでは,そ の新エネルギー技術にどの程

度期待 してよい ものであろうか?ス タデ ィ

では,こ の点について,石 炭,原 子力,太 陽

熱,そ の他再生エネルギーのそれぞれを個別

7)石 油 に つ い て は,自 由経 済諸 国 の総 和 と し

て1,600×109バ ー レル,天 然 ガ ス に つ い ては,

全 世 界 の総 和 と して1,400×109バ ー レル(石

油)を 参 考 デ ー タ として 採 用 して い る 。 しか

し,WAESで は これ ら を ス タデ ィの結 果 と

して主 張 して い るの で は ない 。
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に分析 し,次 のような結論を導いている。

石炭の利用可能量は低 く見積っても2兆 ト

ンはある。 しか し,こ の うちの85%は,米 ・

ソ・中の3巨 大国にある。従って,2兆 トン

の石炭を世界中でどの位実際に使 うことがで

きるか となると,そ れは,こ れら3国 が真の

意味での石炭輸出国 となるかどうかにかかっ

ている。現在の石炭に関する世界貿易規模は

2億 トン/年であるから,石 炭の積極的利用を

考えるためには,こ の貿易規模を飛躍的に拡

大させる必要がある。2000年 頃には,現 在の

4倍,8億 トン/年程度のレベルになろうが,

更にこれを飛躍的に拡大させるためには,米

・ソ・中3国 を中心としだ国々での新石炭技

術の導入が避けられない。すなわち,2000年

頃までであれば,環 境制約上の必要性から消

費地において液化,ガ ス化 を行 う程度で済む

可能bthも高いが,2000年 以降の大量消費時代

になれば,米 ・ソ・中3国 を中心とした輸出

国からの大量輸送が避けられず,こ のための

液化技術が不可欠となる。そして,更 に超長

期にわたって石炭が大巾に利用され続けると

すれば,広 い用途に利用できる形態、としてた

とえばメタノールのような合成燃料に転換す

る必要があり,こ のための製造技術が開発さ

れなければならないとしている。

木炭は,開 発途上国にとって重要なエネル

ギー源 となっている。開発途上国の場合,エ

ネルギー消費量 といっても商業ベースで取 り

引きされているものの外 に,消 費者が自らの

手で薪を切 り,燃 や しているような非商業べ

一スのものが同程度あるといわれ不明な点が

多いが,木 炭の利用可能量の限界は,25億 ト

ン(石 炭)/年 程度であろうといわれている。

次に,原 子力についていえば,そ の利用可

表3石 炭の利用可能量

〔単位:億 トン(石炭)〕

米 国 ロ ッキー 山脈 北 部4,500

イ リノ イ少卜11,300

ソ 連Lenskij4,500?

Tunguskij3,000?

中 国8,000

オー ス トラ リア1,850

イ ン ド450

23,600

(注)こ の数 字 は,主 要 石 炭 資 源 国 に つ いて の

み であ るが,こ れ だ けで90%以 上,特 に,

米,ソ,中 で 約85%と み て い る。

能性 は 当然 ウランの 資源量 に 左右 され る。

OECD/IAEAの 最 近 のスタデ ィで は400万

トン とい う数字 を出 してい るが,2,000万 ト

ン とい う説 もある。 しか し,よ り大切な点 は,

原 子力技術 の中味 である。なぜな らば,仮 に

ウラン資源 は2,000万 トンあ ると仮定 して も,

軽 水炉 であれば総 エネル ギー生産 量は,3,000

億 トン(石 炭)が 限度であ るのに対 し,高 速

炉で あれば,100万kWeの 発 電所1万 基 を実

質的に無限に運 転で きる勘定 とな るか らであ

る8)。 従 って,原 子力の超長期的利用 を考 え

るな らば,そ れは高速増殖炉 と切 り離 して考

えることはで きない。

核融 合炉について も検討 を加 えた。結論 を

端的 に述 べれば,核 融合炉 は資源論的 には増

殖炉 と同等 あ るいはそれ以上 の潜在 力を もっ

てい る。 しか し,仮 にD-T炉 で あって も,

そ れが2030年 頃 までに世界 エネルギー全体 の

8)増 殖炉の燃料インペン トリー,増 殖率,建

設速度,プ ル トニウムの回収速度などに依存

するが,IIASAス タディのように,真 の高

速炉時代(2030年 以降)に は,あ まりエネル

ギー需要は伸びないとい う仮定の下では,あ

りうる。

8
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数パー セン トの寄与 をす るとは到底考 えられ

ない。

最後 に,太 陽熱 及びその他 の再生 エネルギ

ーに関 しては
,い わゆ る集 中型(Hard)と 分

散型(Soft)と に 分けて分析 されてい る。分

析 の結果 を要約 すれば,集 中型 は,所 要土地

面積 の制約 か ら限界 があ る。従 って,分 散型

は有望 であ るとされているが,そ の量的寄与

は極 めて 限定 的 であ る。 簡単な た とえ とし

て,今 後,世 界 中の国 々で新築 の家屋の半分

をそのエネルギー消費量の2/3が 太 陽熱か ら

利用 できる とい うよ うにソー ラー ・ハ ウスに

す るな どの ソー ラー化 を仮定 した として も,

その50年 後 におけ る総和は,5～10億 トン(石

炭)/年 程 度 のエネル ギー量に しかす ぎない。

その他の再生エネル ギー9)を 含め,全 ての

再生エネルギーにつ き,そ の分散 型利 用 を徹

底 的に行 えば,60億 トン(石 炭)/年 程度 の供

給力はあ るとい う見積 りがあ る。 しか し,こ

れは,そ の供給 源の地 域的偏在性 を無視 して

い るか らであつて,こ れ を考慮 す ると0.5W/

m2程 度 が利用可能密度 の限界 のよ うで ある。

これは,前 に述べた都 市におけ る平均 エネル

ギー消 費密度5W/m2の1/10で あ るか ら,

これが一つの物理 的限界 を示 してい るともい

える。

4)21世 紀の世界エネルギー源構成

以上,石 油 ・天然 ガスの旧エネルギー,石

炭,原 子 力,太 陽熱等 の新 エネルギーについ

てみたが,こ れ らの検討 の結果,2030年 にお

け る需給 バ ランスの一 つ として表4の 供給構

造 を提示 している。

表4で は,石 油 ・天然 ガス,石 炭,原 子力

表450年 後 の世界 エネルギー給供構成

〔単位:億 トン(石炭)/年 〕

油

ス

炭

カ

ガ

子

然

石

天

石

原

50～701)

30～501)

100～1401)

70～1202)

250～400

9)地 熱,水 力,風 力,潮 力,温 度 差,バ イオ

マ ス,森 林 な ど を含 む 。

(注)

1)400億 トン(石 炭)の 場合,2030年 迄に消

費する旧タイプの化石燃料資源は,そ の推定

量に対 して,石 油:70%,天 然 ガス:40%,

としている。いいかえれば,2030年 以降に使

いうる旧タイプの石油,天 然ガスはそれぞれ,

推定量の30%,60%と い うことになる。

2)全 部,電 力を生産するものとすれば,100

万kW原 子力発電所を2,500～4,200基 という

ことになるが,ス タデ ィでは,電 力ばか りで

なく,水 素を製造するためにも利用するとし

ているので,4,000～7,000基 相当とみている。

とい う3種 のエネルギー がち ょうど1/3つ つ

使 われているこ ととな ってお り,そ の意味 で

は極 めてバ ランスのよ くとれた構成 である。

一 見 ,こ のよ うな供給源 の構成 はいかよ うに

で もつ くりかえるこ とができる と考 えられ勝

ちであるが,ス タデ ィでは,そ の点,注 意深

い検討が加 えられ てい る。

この構成比 を考 えるに当って重要な制約因

子 として,大 気 中炭 酸 ガス濃度 の上昇 に伴 う

地域 の温度 上昇の問題 を指摘 してい る。 この

炭 酸ガ スサ イクルの問題 については,生 物圏

は吸収 源か発生源 かな どに関す るデー タが備

わ って い な い た め は っき りしない点が多い

が,炭 素 を積算 して1兆 トンも燃 やせば,大

気中炭酸 ガス濃度 は現在の少 くて も2倍 にな

り,地 球生態 系への影響 を無視 しえないであ

ろ う。 従 って,化 石燃料の利用量につい ては,

この点か らの考察 が必要 であ り,表4の 利用

量 は,こ の意味 で既 に限界 に近 い。

それな らば,原 子 力 を更 にふ やせるのでは

ないか との見方が ある。確か に,そ の可能性
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は十分 ある。 しか しその点 について も,巨 大

資本設備 であ るこ とに よる導入速度 の制約 か

ら,あ る種 の限界の あるこ とを指摘 してい る。

70～120億 トン(石 炭)/年 とい うことは,電 気

出力100万kWeの 原 子力発電所 を少 くて も

5,000基 は運転 してい るこ とに相 当す るが,た

とえ,全 世界 とはい え,そ の総 設備規模は並

の努力で実現で きる もの ともいい難い。

従 って,結 論で は,こ の供給構成 を唯 一の

もの と断定 している訳で はない。 この外に も

量 は少 しで も,太 陽熱,水 力,そ の他再生エ

ネルギー の利用 が考 え られる し,実 際 によ り

多様的 な ものにな るであろ うとしている。 そ

して,最 も強調 すべき結論 として,将 来,エ

ネルギー供給 力が量的 に不足 す るか どうか と

い えば,そ れはNO!で あ る。予想 され るエ

ネル ギー需要 をみたす技術的供給 力は存在 し

、てい る。仮に,炭 酸 ガ ス濃度 の ような問題 が

顕在化 し,炭 素 資源 の燃焼熱 の利 用に制約 が

出て きて も,そ れは,・原子力,太 陽熱 とい っ

た質的に異 るエネル ギー源 を利 用す ることに

よって解決で きる。問題 は,そ れ らの技術が

いつれ も超大型 ・巨大資本設備で あるとい う

点 にある。 この超大型設備 は過去に人間に よ

って利用 され たこ とはな く始 めての経験であ

る。 そのために,感 情的,あ るいは心理的 に

仲 々受 け入 れ難 い面 もあろ う。 また,そ れだ

け大 きな資本設備 を建 て られるだけの財 力を

総 ての国々が もち うるか どうか とい う面 も考

えてみ る必要があ る。が,し か し,い ずれに

して も,そ れは,エ ネルギー供給 力の量的限

界ではな く,潜 在 的に存在 してい る技術的供

　 　 　 　

給力をいかに実現 してい くかという人間社会
　 　 　

の問題 であ る。

4.結 論 を一言で言えば?

最 後 に,こ れらの分析結果 を一言で述 べれ

ば,そ れは,『 これか らの半世紀は,資 源の

消耗品型消費 時代(ConsumptiveUseof

Resources)か ら資源の 設備投資型消費時代

(InvestiveUseofResources)へ の 転換の

時代である』 と結 論 している。

将来 の ことであ るか ら誰 も断定 するこ とは

で きない。ス タデ ィで も,中 東石油 の生産量

の限界(一 応,3,300万 バ ー レル/日 あた り

を目安 としてい るが),米 ・ソ ・中3大 国の石

炭産業の規模な どの不確実性 は,こ こでの分

析結果 に決定的な影響 を与 え うることを認め

てい る。筆者 は,更 に,こ れに開発途上国の

近代化 の速度(実 際 は,よ り遅い ので はない

か)に 関す る不確実性 を考慮すれば,結 果的

に,設 備投 資型消費時代 に50年 後に移 る とい

うことはないのか も知 れな い と思 う。場合に

よっては,資 源 をもつ国(米 ・ソ ・中 ・中東)

及 びそれ を買 うこ とのできる国 々(先 進国,

特 に,西 独,日 本)と,そ れ以外 の国 々 との

分 極化が益 々進行 す るか も知 れな い とい うス

タデ ィの コメン トは極 めて重要 である。従 っ

て,こ こで言 う 『設備投資型消費時代への転

換 』 とい う結 論は,ま た願望 ともい うべ きで

あろ う。

(す ず き あつゆ き 研 究嘱託,東 京大学工

学部助教授)
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1.は じ め に

1979年5月 日本原子力産業会議が派遣した

欧州視察団の一員として,1979年 欧州原子力

会議および第7回 フォーラ トム大会の合同大

会(ENC'79+FORATOMV[)に 出席 し,

この大会に前後 してヨーロッパの原子力施設

のい くつかを訪問する機会を得たので印象の

一端を報告する。

2.ENC'79+FORATOMVII

欧 州 原子 力会議 は,欧 州原子 力学会 と米国

原子 力学会 の共催 に よる国際会議 で,フ ォー

ラ トムは欧州7か 国 の原子 力産業会議の連合

組織 であ る。 この2つ が5月6日 か ら11日 ま

で,西 ドイツのハ ンブルグ市 で 「世界 のため

の選択一原子 力」 を基調 として初 の合 同大会

「ENC'79十FORATOM珈 」 を 開催 し

た。

大会 の約1か 月前 に発生 した米 国のス リー

・マ イル・ア イラン ド発 電所第2号 炉(TMI)

の 事 故は,本 大会に も当然の ことなが ら大 き

な影響 を及ぼ し,急 き ょ「ハ リスバー グ事故」

特別パネル(か の地 ではTMIを ハ リスバー

グ と呼んでいた)が 開催 さ れ る こ と に な っ

た。

1)開 会 式

本大会 のハ イラ イ トは,開 会式におけ る西

ドイツのシ ュ ミッ ト首相 の演説 であった。約

1時 問 にわた って,何 処 にそんなエネルギー

が秘 められているか というよ うな 自信 に満 ち

た態度 でよどみない演説 を行 い,満 場 の聴衆

はす っか り魅 了された。

全体 を通 じてシ ュ ミッ ト首相 の演説 は,原

子 力に非常 に重 点を置 いた ものであ ったが,

事 前に西 ドイツの産 業界な どに配布 された予

稿は,も っとおだやかな ものであ った と伝 え

られてい る。 当面原子 力をおいて選択 の道 が

ない とす る信 念の発露は,西 ドイツにおける

原子力反対運 動,シ ュ ミッ ト首相の率い る社

会 民主党左派のつ き上げ,ゴ ア レーベ ン計 画

に対す るニーダー・ザ クセン州への牽制 など,

シ ュ ミッ ト首相 の対 象 とす る真の聴衆は会場

を超 えて西 ドイツ政 界にあ ったのではないか

と想像 され るものがあ った。言葉に タる説得

とい う点で,彼 我の問に大 きな民族 的伝統の

差があ ることを念頭において も,シ ュ ミッ ト

首相の演説は説得力に富み,迫 力に満 ちた も

のであ った とい う点で印象的であ った。演説

の要 旨は次の通 りであ る。

2)シ ュミット首相演説要旨

2000年 にお ける世界の人 口は60億 にな る と

予想 され るが,開 発途上国(LDC)の 人 口増

加 が著 る しく,LDCで はGNPの 伸 び を上

廻 ってエネルギー需要 が増大 しよう。LDC

6
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にお けるエ ネル ギーの安定供給 が世界の平和

につなが る もので あ り,西 ドイツと しては援

助 をお しまない積 りであ る。

西 ドイツにおけ るエネルギー消 費は,オ イ

ル ・シ ョック後一時低下 したが,1978年 に は

1973年 の レベルに戻 った。 西 ドイツのエネル

ギー政策 の基本方針 は第1に 節約 と石炭開発

で,後 者に対 しては年60億 マル クを補助 して

い る。第2に 石炭 のガス化,水 素 エネルギー

の開発,第3は 太陽熱,地 熱 な どの非原子 力

代替 エネル ギーの開発 で,21世 紀 は これ ら代

替 エネルギーの時代 となろ う。第4に 今世紀

中のエネルギーは原子 力で,こ れがない場合

ぼ う大 な石炭 が必要 となる。西 ドイツでは原

子 力開発 は絶対 に進 めなければな らない と考

える。

政治家,電 力会社,メ ー カー は,TMI事

故 が原子 力に対 する信頼性 を動揺 させた点 で

反省 しなければ な らない。原子 力は,エ ネル

ギー,雇 用,技 術進歩の基礎 であ り,最 早後

戻 りできない段階 まで発展 している。

西 ドイツの国会は,1978年12月 原子力を平

和目的に限 り,安 全性優先という条件つきで

原子力の開発を認めた。原子力では平和利用

から核兵器に進む道があることが明らかにな

ってきたが,こ れを防止するには核拡散防止

条約,IAEAの 査察制度では不十分で,追 加

的予防措置が必要である。LDCと の協力で

は,平 和利用の保証がある場合に限 って技術

移転を行っている。

原子力の安全性については,国 際的な安全

規則,運 転規則などを設定して,リ スクを回

避するため 世界的な 対話が必要 と考えるの

で,原 子力安全性に関する国際会議を提案 し

たい。これには東欧諸国,LDCの 参加 を求

めたい。連邦政府は,1982年 までに原子力安

全性に10億 マル クを支出する予算案 を議会に

提出 している。

◎
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連邦政府としては,ゴ ア レーベン・センタ

ーの建設は進めるべきであると考えている。

連邦政府は原子力政策 を変える考えは持っ

ていない。原子力発電を進めるには廃棄物管

理が必要であ り,こ れによって原子力発電は

可能となる。

原子力推進のためには,民 主的手続きを踏

んで行われるべきである。民主的に解決でき

るかどうかは西 ドイツにとって一つの試練で

ある。このためには科学者,技 術者,電 力会

社,メ ーカーはPR専 門家にまかせないで自

分自身で忍耐強 く民衆 との対話をはかる必要

がある。これが民主的方法であり,安 全性に

対する信頼性を回復することが何よりも先決

である。

3)ハ リスバーグ特別バネル討論会

本討論会では,ま ずEPRIの レベンソン

氏がTMI産 業顧問グループ議長 という資格

で例の事故シーケンスを説明し,情 報伝達の

混乱,水 素の問題,NRCの 態度などについ

てい くつかの興味ある新 しい情報,見 解を示

した。最後に小さなミスが大きな事故につな

がる研究がこれまで忘れられがちであったと

指摘したあと,討 論にはいった。原子力専門

家がどちらかと言 えば技術面からの発言 を行

い,サ ボタージュ説をただすなど,や や傍観

的な態度 もな くはないように感ぜられたのに

対 し,米 国の 「エナァージー ・デー リー」の

キング編集長,西 ドイツの「ディ・ツァイト」

紙のゾンメル編集長は別の側面,す なわち政

治,社 会,心 理学などの観点からTMIを 原

子力全体の問題 としてとらえ,聴 衆に対 して

原子力を進めるにはどうすればよいか警告を

発 していたのには感銘を受けた。そのなかの

一つとしてゾンメル氏は,「西 ドイツは,1980

年秋の総選挙で"文 化"の 選択 をす ることに

なろ うと述べてい る。英語 チ ャンネルの イヤ

フ ォー ンか らは(t文 化"(カ ル チ ャー)と い

う言葉が聞 えたが,考 えよ うに よっては もつ

と普遍的な意味 を持つ"文 明"(シ ヴ ィリゼ

ー シ ョン)の 存立 に及ぶ もので あろ う。 「デ

ィ ・ツ ァイ ト」紙が 「政治 ・経済 ・商業 ・文

化の週間紙」 とい う 副題 を 掲げ てい る 点か

らみ て,彼 もまた自分 の専門分野 か ら発言 し

た と片付 けるには 程遠 い 示唆に 富む 発表 で

あ った。 キング氏 は,「 原子 力発電 は今 や電

力会社 の恣意 に まかされるべきではな く,国

家的 に決定 され るべ きであ る」 とも述 べた。

このほか数 多 くの考 え させ られ る議 論があ

ったあ と,最 後 に議長 は,今 は っき りした結

論は得 られない,国 際的 な安全性研究が必要,

行 動 に よる信頼1生の回復 が必要 と,と りまと

め を行 ったが,こ れは当然 であろ う。

4)閉 会 式

英国原子力公社 ジ ョン ・ヒル総裁 は,随 所

に 自己の考 え方 を交 えなが ら要領 よ く各 セッ

シ ョンの取 りまとめ を行 った。

最後 に大会 委員長は,シ ュ ミッ ト首相 及び

本大会に祝電 を寄せた米 国のカー ター大統領

に対 してお礼 を述べ,併 せて国際原子力安全

性会議開催 を要望す る返電 を打つ ことを提案

した。 これは満場 の拍手 を もって採択 され,

6日 間の大会 は幕 を閉 じた。

3.原 子力施設訪問

1)ス ーパー・フェニックス

フランスの1,200MW高 速 実証炉 の建設 は

順調 に進 められていた。 この背後 には,エ ネ

ルギー 自給率 を高 めるために原子力開発 に重

点 をお く政府 の強 力な方針 をみるこ とができ
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写真2ス ーパー ・フ ェニ ノクス

背後 は ロー ヌ河 (NERSA提 供)

＼

(

写真3SNR-300

背後 は ライン河

る。 サ イ トては原子炉建屋 の コン クリー ト工

事は天井 ク レー ン据付位置 まて立上 り,現 地

組立 工場 ては大型 コンポー ネン トの組立 中て

(SBK提 供)

あ った。臨界(予 定)は1984年 て ある。今回

のENCて もスーパー ・フェニ ノクスについ

て数 多 くの設計 か紹介 された。

◎
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2)SNR-300

ス ー パー ・フ ェニ ックス と対照的 なのは,

西 ドイツの300MWe高 速 原型炉SNR-300

で あ る。建 設途中での規 制当局か らの新 しい

要求,裁 判,政 治問題 のために工事はあ まり

進展 していないが,原 子炉建 屋,蒸 気発生器

建屋な どの コン クリー ト工事はほぼ完成 して

いた。原子炉関係の コンポーネ ン トは据付け

られていない。 デモに備 えて急 き ょつ くられ

た といわれ るサ イ ト周辺の水濠 と柵 は,今 日

の西 ドイツの原子力の現状 を象徴 してい る点

で印象的で あった。

3)ア ッセ岩塩坑

西 ドイツのア ッセ岩塩坑跡 は,放 射性廃棄

物 の実験的貯蔵場 で,す でに相 当量 の低 レベ

ルお よび中 レベ ル廃棄物 の貯蔵 が行わ れてい

る。岩塩廃坑 は大小130あ り,そ の うちの一
頁

つは60×60×20mで あ った。地下水 は全 く見

られず,湿 気 も少 ないので埋込 み金具 に錆 は

み られない。縦 坑のほかに各 レベルの廃坑 を

結 んで傾斜坑道が設 けられ,こ こを15人 乗 り

位の大型 ジープが時速30km以 上 と思われ る

速度で走 るこ とがで き,想 像以上 に大 き く,

理 想的な もので あること,わ が国 にはこの よ

うな適 当な場所が今の ところ発見 されていな

いこ となどの点 で強烈 な印象 であった。

4)ユ ーロディフ濃縮工場

フランス,イ タ リア,ベ ルギー,ス ペ イン

な どが 共同出資で 設立 した ユー ロ デ ィフ社

は,ピ エール ラッ ト工場(フ ランス)の 経験

をべ一スに,ト リカス タン濃縮工場(ガ ス拡

散 方式)の 建設 を1975年 に 開始 した。 同工場

の容量 は,1982年 全 出力運転時 に年間1万800

トンSWUで あ る。小型 ユニ ッ ト工場 は運転

にはい ってお り,中 型ユニ ッ ト工場 は1979年

夏 運開す る。大型ユ ニッ トの工場 の一 つ を見

学 したが,ユ ニッ トは想像 以上 に大 きな もの

であ った。ユ ニ ッ ト内部 はニ ッケル ・コーテ

6
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写真4ユ ー ロデ ィフ ・トリカス タン濃縮 工場

手前はEDFト リカスタン発電所(EURODIF提 供)
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写真5ユ ー ロデ イフ'ト リカスタン濃縮工場

中型拡散 ユ ニッ ト(右 端 の人 の大 きさに注意)(EURODIF提 供)

イングが施 され,こ のための工場 もあ ったが,

全 ヨー ロ ッパの既存工場の能力の50倍 の能力

を持 つ との ことであ った。

ユー ロデ ィフの工場に隣接す る トリカ スタ

ン発電所は,4基 合計3,700MWe(送 電 端)

の フラマ トム社PWRで,第1号 炉 は1979年

8月 運 開 とな る。 ス トのため見学できず,説

明のみ を受 けた。TMIに 関 しては,給 水 ポ

ンプを止 めたのは重大な運転 ミスで,運 転員

の訓練不足 を指摘 していた。 また,フ ランス

もTMIに 調 査 団を出 したが,こ の検討 が終

了す るまでは特 にア クシ ョンを起 こす こ とは

ない と至 って平静で あった。

4.む す び

TMI事 故後の初の 大型国際会議 となった

今大会でも,TMIの 影響に関 して原子力の

文化論に及ぶまでのさまざまな見解が示され

た。 また国別にみて も,オ ース トリア,ス イ

スの最近の国民投票を別に しても,1980年 秋

の総選挙で原子力政策に対する判断が示され

るとする西 ドイツと,TMI以 後9基 のPWR

計画を決めたフランスとでは,あ まりにも対

照的で あった。 原子力は 絶対必要 というの

が,大 会での共通の認識であり,こ のために

は国民との対話の重要性が強調された。 しか

し,こ の具体的な方法については,い くつか

の考え方が示されたが,効 果的な進め方は今

後の課題 として残されている。

(い しがみ ひとし,動 力炉 ・核燃料開発事

業団 計画管理部)
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高 レベル放射性廃棄物処分に

関する研究開発の各国の動向
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1.は じめ に

世界的に原子力が将来の重要なエネルギー

源 となった今日,そ の最大の利用形態である

原子力発電を 中心 とした 核燃料の 一連の流

れ,「 核燃料サ イクル」の研究開発がますま

す重要になってきた。この核燃料サイクルの

うち,下 流側と言われる高 レベル放射性廃棄

物の処分に関する研究開発が最近注目される

ようになった。'

ここでは,高 レベル放射性廃棄物の最終処

分について,ま ず高 レベル放射性廃業物の特

徴と,そ の処分方法を概説し,つ いで世界各

国で行われている最終処分の技術開発の現状

について述べたい。

なお,紙 面の制約 もあ り,米 国と欧州共同

体委員会 ・共同研究センター,お よびスウェ

ーデンの現状に焦点をあてて報告することと

する。

2.高 レベル放射性廃棄物について

高 レベル放射性廃棄物(以 下 「HLW」1)と

略記する)の 最終処分の話 をするためには,

HLWに ついてい くつかの説明が必要であろ

う。

図1の 核燃料サイクルに示す とお り,HL

1)High-LevelradioactiveWaste.

Wは 使 用済燃料 の再処理施 設か ら発 生す る。

再処理 の段階 では液体状 であ り,そ の成分 は

表1に 示す ような各種 の核分裂生成物(以 下

「F.P.」2)と 略 記 す る)や,ア クチニ ド系元素

な どであ る。 この廃液 の放射能 レベ ルは,使

用済燃料 の燃焼度 によって も変 るが,使 用済

燃料1ト ン当 り百万 キ ュリー に も達す る。安

全性 の面 か ら特 に問題 とな るのは,F.P.で

は ス トロンチウムー-90,セ シ ウムー137な ど

であ り,ア クチニ ド系 ではアメ リシウム,プ.

ル トニウムな どの 同位体で ある。 これ らの放

射性核種の半減期 は前者が約30年,後 者が数

千年か ら数万年で ある。 これ らの放射能 レベ

ルの時間変化 を計算 してみ る と,照 射後1000

年 以 降 では前者のF.P.は1/1010に 減 少 しほ

とん ど問題 とな らず,後 者の ア クチニ ド系の

核種が支配的にな るこ とがわか る。

では,HLWが 安 全 と見なせ るには何年 ぐ

らいの冷却期間が必要か と言 えば,そ れは図

2に 示す よ うに ウラン鉱 石 と比較す る と数十

万年か ら百万年の期間であろ う。 これは人問

の世代 と比較す る とあ ま りに も超長期的 とい

える。た とえ,F.P.だ け に限 って考 えて も,

その期間は数百年の長期にわた るので,そ の

間液体の ままでは安全 に管 理で きないであろ

2)FissionProducts.
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LLW;低 レベル放射性廃棄物

HLW:高 レベル放射性廃棄物

TRU:超 ウラン元素廃棄物

TAILS:廃1宰

(NUREG-0354よ り引用)

鷺

」

う。

そのため,原 子力利用の開発 を推進 してい

る国々では,高 放射能廃液 を取扱いやすくか

つ長期にわたって安定な物質に変換(処 理)

するための研究開発 を熱心に行 っている。現

在のところ,こ の廃液処理方法の代表的なも

のは,ガ ラス固化法,セ ラミック固化法,お

よび金属 マ トリックス法であり,特 にガラス

固化法が重点的に研究されている。 これらの

方法は,固 化材の組織内に高放射能物質を封

じ込めることによって取扱いを簡便に し,ま

た固化材のもつ長期安定性に期待するもので

一18一
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表1高 レベル放射性廃液の成分表1)

FP(酸 化 物)

FP 9〃 FP 9〃

　ソ

　

　

　

ぽ

　

と

　

M

Z

N

C

C

R

B

P

8.74

8.40

8.11

4.96

4.87

4.83

3.38

2.93

La

Pr

Tc

S皿

Sr

Te

そ の 他2)

2,61

2,31

2.17

1,74

1.67

1.23

3.37

TRU

(酸化物)

u

p

m

皿

U

P

N

A

C

計 61.32 計

9〃

2.29

0.15

1.80

0.32

0.07

その他3)

(酸化物)

　

ゑ

ゼ

　エ

み

　

ロ

F

A

C

N

N

M

Z

9〃

3.19

0,56

0.38

30.37

4.63 計 34.50

、

./

(注)1)PUREX法 の場 合,燃 焼 度2

SOO4の 廃 液 が発 生 す る。

2)Rb,Y,Rh,Ag,Cd,In,Sn,Sb,Pm,Eu,Gdな ど で あ る 。

3)再 処理 工 程 で の添 加 物 が主 で あ る。

出 所:STI/DOC/10/!76,IAEA(1977)

毒

性

指

標

繋D/TOD嘲 炉燃料の場合,1Tonの 使騰 料から約

/

FP刈

L-一 一
10!02103104105106

年

図2冷 却 期 間 と毒 性 指 標

軽 水 炉 燃 料(3,3%濃 縮)の 場 合

こ こで毒 性 指 標(ToxicityIndex)と は 最大

許容 放 射 能 レベ ル 迄希 釈 す るの に必 要 な 水 の量

と して表 わ され る。 目盛 りは対 数 目盛 りで,任

意 単位 。

Nncl.Eng.Int,(Jan.1978)よ り引用

ある。これらの他に,最 近岩石結晶内に高放

射能物質を封 じ込めるシンロック(SYNRO

CK)法 が提案された。 これら各種固化方法

については,今 後の研究開発によって最適な

方法が選択されるであろう。

3.高 レベル放射性廃棄物の処分方法

図1に 示 した核燃料サイクルの末端である

HLWの 最終処分は,前 述のように数十万年

から百万年という超長期にわた り人間環境か

ら隔離することを目的としている。その方法

として,現 在考えられているものには次の4

方法などがある。

① 地層処分

② 宇宙処分

③ 氷床中処分

④ 海洋底処分

これらについて,以 下にその概略 を述べよ

う。

1)地 層処 分

この方法は,地 下数百メー トルから千 メー

トルの深部に固化されたHLWを 埋設 し,人

間環境から隔離することをねらったものであ

一19一



る。また,か りに,放射性核種が固化体から漏

出しても,人 間環境に達するまでに地層内で

長期間保持 され,最 終的に人間環境に影響を

およぼさないようにすることが目的である。

欧米では対象地層として岩塩層が候補にあ

げられているが,ス ウェーデン,カ ナダでは

花歯岩体がその対象として考 えられている。

わが国の場合,岩 塩層が存在 しないので,さ

しづめ花闘岩体が候補として考えられるであ

ろう。

2)宇 宙処 分

この方法は,そ の名のとお り,ロ ケッ ドに

よってHLWを 地球外へ放出(処 分)す る

方法であ り,超 ウラン元素などの超長期半減

期の核種に適 している。この方法の概念的な

図を図3に 示すが,図 のように宇宙ロケッ ト

(シ ャトル,ラ ンチ,等)が 必要であ り,一

回当りのの処分量 も少ないことから,経 済性

の十分な検討が必要であろ う。また,ロ ケ ッ

トの打上げを失敗 した場合には,被 害が地球

規模で拡散するために,実 施にあたっては国

際的な合意が必要である。

宇宙処分の研究開発は,主 に米国航空宇宙

局(NASA)に よって行われているが,そ の

地球外へ放出

li

ランチ

ン矧 ル

(低 軌 道)

＼ ジ 。。、え

図3宇 宙 処 分

(BNWL-1900よ り引用)

実現可能性は上記のように,経 済性 と,宇 宙

ロケ ットの信頼性に殆んど左右 されるであろ

う。

3)氷 床中処分

この方法は,南 極大陸やグ リーンランドの

ように,大 地を氷床が厚 くおおった地域の氷

床内にHLWを 隔離(処 分)し ようとするも

のである。対象地域は,通 常,人 間環境から

ある程度離れてお り,方 法としては十分考 え

られる。 しか し,将 来にわたって氷床が,人

間 とHLWの 問の障壁として機能すること

を期待できるか,ま た,南 極などのように国

際的な統治下にある地域に処分できるか,と

い うような問題があり,そ の実現可能性は低

い と思われる。

図4に この方法の概念図を示す。この方法

の最大の特徴は,HLWか ら発生する崩壊熱

の除去が容易であること,ま た,処 分時の手

間が少いことである。すなわち,図4の よう

に,HLWの 崩壊熱により自ら氷床中に埋設

し,岩 盤上に据付き,氷 床がそのまま冷却体

氷

床

岩 盤

図4氷 床 中処分

(BNWL-1900よ り引用)
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凧

⑪

()

とな って崩壊熱 を除 去するであろ う。

4)海 洋底処分

この方法は,海 底の岩 盤内にHLWを 埋

設(処 分)す る方法であ り,海 底 の場所に よ

って,プ レー ト・テ ク トニ クス処分 ともいわ

れる。海洋底 処分は,海 底 での地層処分 とも

考 えられ る。 またプ レー ト・テ ク トニクス処

分の処分地域 としては,サ ブダ クシ ョン地帯

(プ レー トが地殻 内に もぐり込む地帯)が 選

ば れ,最 終的 には,HLWが マ ン トル 内に処

分 されるこ とをね らった もので ある。

海洋底処分 は,い ずれの場所で行 うに して

も,海 底の ボー リング作業が伴ない特殊な作

業船 を必要 とす る。 この作業 には,技 術的 ・

経済的 な問題 が多 く,そ の実現可能性 は未知

数 であ る。 また,現 在,一 部 で実施 されてい

る低 レベル放射性廃棄物 の海洋投棄 とはちが

った,国 際的 な合意 が必要 であろ う。

これら方法のうら,実 現可能性の高いもの

は,地 層処分であり,次 いで宇宙処分などが

考えられる。世界的な傾向でも,地 層処分の

研究開発が中心をなしている。以下に世界各

ポーリング船 抑:付用船

深さ

＼

KM

u 水 面 躍Lと く一
『 一[

邑【
・一 嗣

＼
一 一

_一 一 一 一 一 一

一 一 一
_一

一 一 一r一 一 一一
_一 一} 一

5

一 一A 一～ 一
堆秋層rh一___

一 一 「響
`

唱

≒.盤

'

工0 安定した深部海洋底
一 一

大陸プレー ト
..tず

.'`海 洋 底 プ レ ー ト

サプダクション地域

図5海 洋 底 処 分

(BNWL-1900よ り引用)

国で進められている地層処分の研究開発の現

状についてふれることにする。

4.地 層処分に関する研究開発の各国の動向

HLWの 地層処分に関する研究開発を実施

している主な国には,米 国,西 ドイツ,フ ラ

ンス,ス ウェーデン,イ タリア,カ ナダなど

がある。欧州各国のうち,欧 州共同体(EC)

加盟国は独 自の研究開発 を進めるほかに,共

同研究センター(JRC)で も協力体制 をとっ

て研究開発 を進めている。

ここでは,こ の方面の世界のすう勢をみる

意味で,米 国,JRC,ス ウェーデンの地層処

分に関する研究開発の活動状況にしぼって述

べることにする。

1)米 国

米国は,核 燃料サイクルの最下流であるH

LWの 最終貯蔵(処 分)に ついて,か なり本

格的な開発体制を整 えている。昨年,1978年

3月 のカーター大統領の指示により設けられ

た 「核廃棄物管理に関する省庁問検討グルー

プ(IRG3))」 は,一 年間の検討結果の報告書

を本年3月 に大統領に提出 した。この報告書

は,HLWの 長期処分技術の早期確立を勧告

し,そ のための具体的な今後の開発計画,お

よび,各 種技術基準作成のためのプログラム

を提案 している。この勧告は,1980年 度の米

国エネルギー省(DOE)の 予算(表2)に か

なり反映されている。同表によれば,1980年

度の放射性廃棄物管理計画の予算(支 出額)

は約6.5億 ドル(約1,300億 円)で,対 前年度

比で約4割 の増となっている。この予算で特

に目を引くのは,国 防廃棄物管理であ り,全

3)InteragencyReviewGroupOn
NuclearWasteManagement,
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表2エ ネルギー省(DOE)の 放射性廃棄物管理計画

(単 位:100万 ドル)

国防廃棄物管理

商業廃棄物管理

使用済み燃料貯蔵

除 染,デ ィコ ミッ シ ョ『ン グ

合 計

1979年 度 推 計1)

予 算 権 限2)

257.0

190.7

11.4

25.4

484.5

支 出 額

277.9

166.9

7.4

23.9

476.1

1980年 度 推 計

予算権 限

371.9

199.4

320.5

32.6

924.4

支 出 額

406.2

193.6

27.3

28.4

655.5

(原子力資料No.109よ り引用)

(注)1)会 計年度:10/1～ 翌年9/30

2)予 算権限 と支出額:米 国の予算は通常,「 予算権限(BudgetAuthority)」 と 「支出額

(Outlay)」 で示される。「予算権限」は,歳 出予算法にもとついて債務負担を行える額を指し,

支出の前提 となるものである。

「支出額」は正確には支出の見積 りであり,そ の年度の予算権限にもとつく年度内の支出分 と,

既往年度の予算権限から当該年度分として支出される額の合計額である。したがって,新 規の予

算権限のなかにも,年 度内の支出をともなわず,支 出が翌年度以降に持ち越されるものが含まれ

ている。予算権限 と支出額の差は,主 としてこのような性質の違いによってもたらされる。

表3米 国省庁間検討 グループ(IRG)に よ るHLW処 分 研究開発計画(案)

(出所:TID-2g442)

87巫9・

①DOE:環 境影響報告書作成

②DOE:再 生・安定化・処理::関するR/D
4)DOE:サ イト外の使用済燃料貯蔵

①一般環境影響報告書作成

②法 律 の 制 定

③ 現 存 施 設

④ 新 規 施 設

レ哩蝉L-一
▽

▽

曲
鞭 ・・
SAR提出
ム鋤 承訓
NRC承認O

許認可公布

NRC.一
操業開始

5)DOE:廃 棄物処分場(地 層処分)

① 商用廃棄物の一般影響報告書

② 限定地域での地質環境の場合

(i)サ イト評価 ・選定

(ii)言午 言忍 可

(iii)建 言灸

(IV)操 業

〉

L,△._...蹴 』.........y容量5000Mt・n鍛 の操業 〉

㈲鷺 高レベル放射性廃棄物
エネルギー省

環ま覚保言蔓月=

原子力規制委員会

安全解析報告書

予備安全解析報告書

最終安全解折報告書

評L』..,.(選 定Ly
PSAR提 出 建設承1刃靭可_▽

FSAR提出
△懸__▽

△塞L-.__y
△

開 始'

匡
終 了

作業期間

作業期聞(猶予)

△監___一 〉

③広域での地質環境の場合

(Dサ 朴 評価・選定

GD許 …刃 可紫

(iii)建 員又

(iv)操 業

評 価 ▽(選定〕▽

_▽

建

FSAR提出

△(操業承認) ▽ ▽

△麩 一、

ムヱSAR提 出 ▽.…

建設承認 △ 設 ▽ ▽

△

体 の約6割 をしめてい る。 これは,「 廃棄物

隔離 パ イロッ ト・プ ラン ト(WIPP)4)」(後

述)の 拡大継続 によるところが大 きい。

次 に,表3に はIRGに よ って提案 された

HLW処 分 技術開発の作業計画の一・部 を示

す。この計画は,地 層処分に関する研究開発

の項 目ご とにそのスケジ ュー ルを示 した もの

で,特 定 プ ロジェク ト(例:WIPP)単 位 で
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は示 していない。

HLW処 分技術の開発に伴い,地 層処分の

安全性の研究と,処 分場の許認可の基準づ く

りが,環 境保護庁(EPA)と 原子力規制委員

会(NRC)と で行われており,DOEと 合せ,

これら三者の今後の活動,成果が期待される。

次に,米 国の核廃棄物処分の計画の現在迄

の研究開発状況はどうであろうか。1976年2

月,当 時のエネルギー研究開発局(ERDA)

は,「軍用・商用核廃棄物管理に関する大規模

プログラム」を開始 した。そして,このプログ

ラムは現在のDOEに 引継がれている。この

プログラムのなかで,HLWの 地層処分に関

するもの としては,① 国家廃棄物最終貯蔵計

画(NWTS5)計 画)② 廃棄物隔離パ イロツト

プ ・ラン ト計画(WIPP計 画)が あり,そ れ

ぞれバ ッテル ・コロンバス研究所 と,サ ンデ

ィア研究所に委託されている。NWTS計 画

では,い くつかの地層(岩 塩 ・粘土 ・花商岩・

石灰岩)に ついて調査 し,HLWま たは使用

済燃料の貯蔵所(処 分場)を 準備することを

目的とし,そ のための安全研究として 「廃棄

物隔離i安全評価プログラム」(WISAP)6)が

進められている。WISAPは,HLWの 地層

処分における長期安全性を評価するためのデ

ータを収集 し,理 論の開発と検証とを目的と

し,図6に 示すような作業からなっている。

またWIPP計 画は,研 究対象地層に岩塩

層を選び,ニ ューメキシコ州の安定した地質

構造の岩塩層に処分場を建設するための研究

開発を進めている。

4)WasteIsolationPilotPlant.

5)NationalWasteTerminalStorage.

6)WasteIsolationSafetyAssessment

Progra皿.

図6WISAP6)に お ける作業 の相互関係

出所:Y/OWI/TM-24

これらのプロジェク トの他に,米 国地質学

会を中心 とした地質学的な調査研究が行われ

てお り,従 来岩塩層中心であった対象地層 を

その他の岩体(頁 岩 ・花商岩 ・石灰岩 ・玄武

岩)に も広げる方向に変 ってきた。

HLW処 分の技術開発上の課題の一一つに,

放射性核種の環境への放出がある。この課題

の検討は,主 にEPAが 担 当しているが,E

PAはHLWの 処分による公衆の健康 と環

境への影響に関 して,「 リスク」の概念を用

いた安全評価を行 っている。この作業の一例

としてS.E.Logan氏 らのグループによる

リスク評価手法の研究がある。地層処分の安

全評価上問題 となる事項の一つに地質学的事

象の発生をどのように考えるかがある。この

点については,本 号に 「地質学的事象の発生

頻度の考え方」(27頁)が あるので,こ こで

は特にふれない。安全評価にリスク解析を応

用する場合,先 のラスムッセン ・レポー トの

批判(ル イス報告,本 誌Vol.2No,11979

年4月 参照)に あるように,入 力データの値

の信頼性が重要であるが,現 在のところ,デ

ー タそのものの信頼性に問題があり,今 後の

課題 として残っている。
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2)ECの 共同研究センター

イタリア,イ スプラ にあるECの 共同研

究センター(JRC)で は,欧 州共同体委員会

(CEC)の 放射性廃棄物 管理研究計画にした

がい,加 盟各国が協力して研究開発を進めて

いる。この作業は,原子力産業側の必要性と,

廃棄物の放射能が危険な レベルにある期間人

間と環境を確実に保護する必要性の2点 に基

づいて進められている。JRCの 研究開発の

うち,地 層処分に関 しては,地 層処分の長期

危険度評価の研究が行われている。この研究

では,一 般化された危険度評価モデルと,特

定サ イトでの危険度評価モデルを作成 し,確

率論的評価 と決定論的評価の手法が用いられ

ている。これらの研究を実施するうえで,研

究対象 として,花 闇岩体,岩 塩層,お よび粘

土層が考えられてお り,そ れぞれ イギリス,

西 ドイツ,ベ ルギーおよび イタリアが中心 と

なっている。

以下に,イ ギリ又,西 ドイツ,イ タリア各

国の現況に簡単にふれる。

① イギリス

イギリスは,JRC研 究活動の一環として,

花闇岩体等のハー ドロックを対象地層 とした

研究開発を行い,ま た深部海底への処分の研

究開発を独 自に実施 している。これらの研究

開発は,イギ リス放射線防護i委員会(NRPB),

ハーウエル原子力研究所,お よびイギリス原

子力公社なξに よって 行われて お り,そ の

他,地 球科学研究所7)な どで地質学上の研究

が行われている。 これらのうち,NRPBで

は花歯岩体 と粘土層 を対象とした地層処分の

安全解析 を行 っている。

表4イ ギリスの地中処分に関する研究

計画

目 標 1開始 終了

国内の予備的地質調査

国内の特定の結晶性岩層に関する詳
細な地質学的報告

年 年
19751976

19761977

硬岩体内処分の予備安全性評価 1977

国内の特定の岩塩層および粘土層に
関する詳細な地質学的報告書

野外プログラム
硬岩体における熱影響
硬岩体のサイト(3ヵ 所以上)で
の地質学的研究

(岩塩と粘土層のサイトでの地質
学的研究)

欧州全体での各種地層に関する研究
の検討

19771979

19771982
19781985

(19801984)

19821984

処分サイト候補地の選定 1984

サイ トの深部ボー リング調査
1・984・992

ガラス固化体を用いた試験処分
1・992

i操 業
12…

7)InstituteofGeologicalSciences.(筆 者

の 仮 訳)

出 所:Nucl.Eng.Int.(Jan.1978)

表4に,イ ギリスのHLW地 中処分に関す

る研究プログラムを示す。

② 西 ドイツ

西 ドイツは,EC加 盟国の中で も最 も地層

処分の研究開発に熱心である。現在,低 ・中

レベルの地層処分(廃 坑処分)の 試験処分場

となっているアッセ鉱山で,HLWの 処分試

験 も実施 している。また,東 ドイツに近いエ

ルベ川近傍のゴアレーベンに核燃料サイクル

センター(NEZ)を 建設するための諸研究が

実施されている。

このNEZ計 画は,表5の ようなスケジュ

ールを組んでお り,廃 棄物全般の処理処分技

術の開発が計画されている。そのうち地層処

分に関する研究開発は,カ ールスルー工研究

所(GfK)と 放射線環境科 学研究所(GSF)
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表5核 燃料 サ イクルセンター(NEZ)計 画

〔==コ 計 画
一一一一一 緩衝期間

[==二=コ 認 可
一 ■團晒臨 建 設

Z殖 コ コール ド試験
匝====ゴ ホッ ト試験

1 使用済燃料要素
貯 蔵

幽 一 一 幽 一
1'

ノ ー1

1

=.「= ユ

== 二二_ 一

幽
1 聖 1一

2 再 処 理 1 圏 1 ド.「
一"

〆 ■ !!ノ ㌧

3 ウ ラ ン 処 理 ロ コ _=一 一

4
プルトニウム処理

混合酸化物燃料
[コ=}一 一一一 一 ー イ」 ・ ・5

5
最 終の廃棄物

処 理

し

し

Ll
.一 コ ー 一

==二

1

1 」 ,ノ.」

6
放 射性廃棄物

貯 蔵

=

[

工=====エ ヒニー

一
ア

ー一

_=_

=== 二==一♪

7
冷却 プー ル を含

め た施 設

1 1=ユコ

ー 一 一

「

1976 77 78 79 80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94

●

塾,巨

出 所:Nucl.Eng.Int.(Jan.1978)

》◎

が担当している。NEZ計 画は,現 在,米 国,

ス リーマイル島原子力発電所の事故を契機に

一時凍結されているが,ゴ ア レーベンの地質

調査(ボ ー リング探査)は 継続されている。

このような,現 地調査の他に,処 分場の安

全解析にも熱心であり,長 期安全性について

地質学的システムと鉱山システムとの検討を

リスク解析手法 を用いて行 っている。この研

究は,現 在予備解析の段階であり,今 後の成

果がかな り期待できるものと思われる。

③ その他

イタリア ・ベルギーでは,ベ ルギーのブー

ム粘土層を対象地層に選び,研 究開発が行わ

れているが,研 究の中心はJRCに おいて実

施されている。この研究にはフランスも参加

してお り,現 在は準備作業の段階であ り,今

後 の活動 が期待 されるであろ う。

3)ス ウェーデン

スウェーデ ンはECに 加盟 していないが,

花 商岩体 を対象 とした地層処 分に関する処 分

技術 の開発 ・サ イ トの選定 をすすめ てい る(表

6)。 こ の背景に は,1977年`4月 に制定 され

た,「 原子 力発 電所継続 に関す る法律」 の履

行 とい う事情 がある。 すなわち,廃 棄物処 分

の問題 解決が,原 子 力開発推進 の必要条 件 と

な った ことであ る。 このため,ス ウェーデ ン

は,国 内のス トライパ(Stripa)鉱 山 におい

て処分技術 の研究開発 をすすめ ると同時に,

米 国 のロー レンス ・バー クレイ研究所 とスウ

ェー デン核燃料供給公社(KBS)と の 間で,

地 層処分 のための地質学的基礎 デー タの収集

のための共 同研究 もすす められてい る。 この

一25一



表6ス ウエーデ ンの地層処分に関す る研究計 画

出所:NucLEng.Int.(Jan.1978)

→ 第1段 階 第2段 階
←一 一→k一

第3段 階 第4段 階 第5段 階
→ ←一 一米 一

第6段 階十

最終処分開始

↓

地質調査上の

開 発 業 務

開発業務の繍i

および顧 調査の継続i

中間貯蔵所のサイ ト選定

最終貯蔵所のサ イト選定

輸送システム

、'

使用済燃料

中 央 貯 蔵

ガラス固

化 体 の

中間貯蔵

燃料 要
素の カ
プセ ノレ
化

/

最終貯蔵
の準 備
作 業

貯 蔵 最 終

llll
1980 1990 2000 2010 2020

(年)

2030

共同所究は,ス トライパ鉱山で実施されてお

り,花 闇岩体を処分地層の対象に選んだ国 ・

研究機関にとっては,か なり有効なデータを

提供することが期待される。

5.お わ り に

以上,HLWの 特徴 とその処分方法,お よ

び各国の現況の概略を述べてきた。今 日,世

界第2位 の原子力発電設備容量を有 し,国 内

電力の10%以 上を原子力発電が賄っているわ

が国においては,核 燃料サイクルの自立が必

須の要件 といえる。そのためにも,HLWの

処理 ・処分技術に関する研究開発にかな りの

努力を注ぎこまなければならないであろう。

今後,核 燃料サイクルに関する研究開発の

一環として,自 主技術による処分技術の研究

開発を推進 しなければなるまいが,推 進にあ

たっては以上みてきたような各国の動向から

みて,世 界各国との協力体制を確立すべきで

あろう。

(と くした よしたか 研究員)
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地質学的事象の発生頻度の考え方

一 高 レベル放射性廃棄物の地層処分の リスク解析 に関連 して 一一

メ

小 坂 和 夫
塾

く

鱗●

射o

ま え が き

高 レベル放射性廃棄物の地層処分に関する

安全性の解析においては,地 質学的事象の考

察が一つの重要なポイン トとなってくる。そ

して,地 質学的事象を考察する場合には,日

本の地質特性一例えば,火 山活動や地震活動

の時間的,地 理的分布など一を考慮すること

が肝要 となってくる。このことを,日 本の一

つの特徴 となっている火山活動 と,汎 世界的

な現象である氷河作用 とを例にとって,米 国

の研究報告 と比較 して考えてみる。

1.火 山 活 動

米国の中南部を南北に走る大平原地帯の最

南部に位置するデラウェア盆地は,地 質学的

にみて比較的安定な地域 といわれ,地 層処分

の候補地がこの地域内に考えられている。そ

こでは,2×108(2億)年 前から現在までの

間に火山は一つもできなかった。マグマ活動

としては,今 から3×107(3千 万)年 前に

幾つかの岩脈が貫入 したことがあるだけであ

る。このことから,今 後火山活動が1年 に1

回起こる確率は,

・・ 又 は ・2× 、1・y,-5× ・r・y・ 一・ ①

と見積 もられている。仮 に,デ ラウエア盆地

(総 面積3×104km2)内 に火 山が一 つ生 じる

として も,そ れが処分場 に影響 を及 ぼす範 囲

(5×10km2)内 に 生 じる確率は,

5×10km2 ≒1×10-3②

3×104km2

と見積 もられてい る。 ここで,5×10km2と

い う値 は,一 つの火 山(活 動)に 関連 す る岩

脈 の範 囲が5～10km四 方 に及ぶ幾 つかの例 を

参考 に して決 め られた もの と思 われ る。従 っ

てデ ラウェア盆地 内の どこかに設置 された処

分場 が火 山に よ り影 響 を及ぼ され る確 率は,

0,又 は,5×1『9yr-1×1『3

=5×10-i2yr-1 ③

すなわち,今 後1×106(百 万)年 間では,0

又 は2×105(20万)分 の1と な る。 ちなみ

に,巨 大隈 石に よ り処 分場 が影響 を受け る確

率は,2×10「13yゴ1(前 述 の 値 との比較 の

ため,100万 年 についてい えば500万 分 の1

とな る)と 見積 もられてい る。以上 は,米 国

のS,E.Logan等 が 中心にな って行 な った研

究の報 告に見 られ るものであ る。

一方
,デ ラウエ ア盆地の約10倍 の面積(4

×105km2)を 有 す る 日本 で2億 年前 か ら現

在 まで の間 に活動 した火 山の数 は大小合わせ

て104(1万)個 をはるか に越 えるであろ う。

、
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新 第三紀初期150,000km3

團 醐生岩

翅 基性岩
(10,000km3)

第 四 紀

5,000

謬 新三郷螺影』 塵

0510152025

(百万 年)

図1日 本列 島における火 山物質 の噴出

量 の新第三紀以降現在 にいたるまで

の変化(Sugimuraetal・,1963)

火 山 以外 のマグマ活動 をも考慮 す ると,そ の

数量 は更に何桁 も増 えるもの と思 われ る。こ

こではか りに,こ の2億 年間にあつた火 山活

動 を1方 個 として,デ ラウエ ア盆地の場 合 と

同 じ様に,

2×}lly,×i}i/i-}818・Xtl;i

、 ≒1×10-8yゴ1④

と計算す る訳 にはいかない。 それは火 山活動

の激 しい時期 とそ うでない時期 とがあ るから

で,最 近2.5×107 .(2,500万)年 間 におけ る

火 山物 質の噴出量 の時間的変化 を見て もそれ

がわか る(図1)。 す なわ ち,図1に よれば,

2,500～2,000万 年 前に激 しい火 山活 動があ っ

た後,比 較的活動の少い時期が長 く続 き,最

近200万 年 間で は,再 び活 動がやや活溌 にな

っている。 このよ うな,よ り短い期間 の活動

度 の変化 を示すデー タが ある限 り,単 純に非

常 に古 い時代 のこ とまで考 えに入 れればそれ

だけ見積 もりが確 から し くなる とい うこ とは

ないのであ って,む しろ,日 本 の場合火 山活

動 については最近 の2×106(200万)年 間 に

限定 して計算 した方 が よ り確 か らしい見積 も

図2日 本 お よびその付近 の火 山

●は活火山,○ はその他の第四紀火山,コ

ンターは分布をならした火山物質の厚さ,コ

ンター間隔は20m,量 的分布は陸上火山に関

するものだけ,SugimuraetaL,(1963)bこ

よる。

りがで きることにな る。 日本 でこの期間 に活

動 した火 山の数 は1× ユ02個 で あ って,し か

も,そ れ らは四国 ・山陽 ・近畿 ・関東 以北の

太平洋側 を除 く地域(日 本全土の約 半分,2

×105(20万)km2)に 偏 在 している(図2)。

従 って,最 近の200万 年 間の実績 をもとに,

さ きの米国の例 と同様に して,処 分場 が火 山

に より影響 を受 ける確率 を算出す る と,

㈹ 四国 ・山陽 ・近畿 ・関東以北 の太平洋

側 では,

Oyゴi

(B)そ の他 では,

5×10km2

2菱釜諾,×2× 、。・km・

≒1×10-8yr-i

⑤

⑥

とな る。③ と⑥ とを較 べる,す なわち,米 国
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のデ ラウェア盆地 と日本 の(B)地域 とでの処分

場 が火 山に よ り影響 を受 ける確率 を比較 する

と,後 者が前者に比 し5万 倍大 きい数値 とな

る。 これは,日 本 が火 山国である とい う我 々

の常識 と矛盾は しない。それでは,㈲ 地域 と

デ ラウェア盆地 との比較 は どうであろ うか。

③ と⑤ との数 値だけ を見 るとゼ ロか5×10一i2

とゼ ロ との比較にな り,大 体 同 じ程度 であ る

が,こ れら2つ の値 を比較す る場合には注意

を要す る。㈲地域に関 して,2×108(2億)

年 間 にあ った岩脈 の貫入,そ の他の全てのマ

グマ活動 を考慮 に入れ てデ ラウ ェアの場合 と

同様 の仕方 で計算す る と,そ の値 は①の5×

10-9yゴ1よ り幾桁 も大 きな値 とな るであろ

う。又,① と⑥ とは同 じ値 であ って も,そ の

値 の信頼度 は⑥ の方 がは るかに高 いこ とに も

注意 してお く必要 があ る。それは,① では地

質現象の様 々の相異 る時代 を一括 して2億 年

とい う長い期間について計算 してい るのに対

し,⑥ では時間的,地 理 的に範囲 をよ り限定

してい るか らであ る。

ただ し,こ の様 な計算に際 して も,時 間的

空間的な範囲 をどの様 に定め るか,何 をもっ

て一 回の火山活動 とす るか,等 々に関 しては

地質学的には困難 な点 を含んでい ることを付

言 してお く。

処分場の安全解析におけ る感度 解析 を行な

う場合,そ の もととなる確率値が どの様 に し

て計算 され たかに 留意 して お くこ とが 必要

で,そ のためには,ま た 日本の地質特 性 を考

慮 す る こ とが 肝要 と な って くる。 この こと

は,火 山活動のほか断層 ・侵食 ・地崩れ等に

ついて考察す る場合で も重要であ る。

2.氷 河 作 用

つぎに,も う一つの例,氷 河期 について考

えてみよ う。 これは汎世界的 な事象 の例 であ

る。最近 の約200万 年 問 に10回 程 の氷河期 と

間氷 期 とが繰 り返 してあった(図3)。 一 つの

氷河期 の ピー クから次 の氷河 期の ピー クまで

の時間間 隔は順 に,12,25,35,18,18,8,

35,6,16,7,3万 年 であ る。これらの 聖特

ち時間"を 累積 分布 曲線 として描 くとほぼ直

線的 とな る(図4)。 最 後 の 氷 河期の ピー ク

か らまだ2万 年位 しかた っていないか ら,こ

れ までの最短の周期3万 年 をとってみて も,

今 後1万 年以内に再び氷河期が訪れ る確率は

ほぼ0と 考 えてよさそうであ る。図4に よれ

ば,15万 年 以内に氷河期が訪れ る確 率は0.5,

30万 年 以内に氷河期が訪れ る確率はほ とん ど

1と なろ う。 さて,氷 河期が訪れた時,処 分

場が実際 に氷河 におおわ れるか否か はその位

置 の緯度 と高度 とによってきまる。例 えば,

先 に引用 したLogan等 の 報告 によれば,北

米 では北緯45。 以北 では氷河期 には必ず氷河

が発達 し,35。 以 南 では氷河期 で も氷河 は発

暖1㌻ A,/＼ へ^〈 ハ ゾwヘ へ μ醐
剰 【》Yl鎚 嵩 い 嘉 )へ/v制

1ビ・ルム氷卜以氷期1

年)2占o 150110 51) 現iイ

図3最 近200万 年 間 の 気 候 変 化

(A.Holmes著TrinciplesofPhysica1Geology",T.Nelson&SonsLtd,P.702よ り)
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05101520253035(万 年)

図4氷 河期間の時問の累積分布

達 しない とい う。35。～450廼 は 発達 した りし

なか った りとい う具合であ る。 日本では,か

って存在 した氷河 も世界的 にみれば大 きい も

ので!よなか った。北海道 におい て も日高山脈

に氷河 の痕跡 が見られるだけであ る。 したが

って,氷 河 による処分場 の破壊 について日本

では 心配 す る 必要は な さそうであ る。 しか

し,日 本 において も低地 に氷河 が広 がったこ

とがあ るとす る説があ るので,上 述 の様 な北

米 での緯度 の違 いに よる氷河 のでき方 の違 い

がその まま日本 にあては まるとしてみ る。す

ると;日 本で も近畿地方(北 緯35。 付 近)よ り

南では氷河期に も氷河は発達 せず,従 って,

処 分場 が氷河に よ り破 壊 され る確 率は0と み

て良 さそ うであ る。一方,中 部 地方では氷河

期には山岳地域 にのみ氷河が発達 し,北 に行

くに従 って氷河 はよ り低所に まで発達す る。

そ して,北 海道 は,氷 河期 に必ず氷河 におおわ

れる と仮定す れば,図4に 基づ いて,15万 年

以 内に氷河 におおわ れる確率 は0.5,30万 年

以 内ではほぼ1と い うこ とにな る。 ほぼ北緯

350～41。 に あ る中部地方 から東北地方 にかけ

ては,そ の地点 の 緯度 と高度 とに よ り,0～

0.5(15万 年 以内)お よび0～1(30万 年 以内)

とい う確率 となる。氷河の発達に関する確率

は,こ の様に過去の氷河の広が り方について

の知識があれば比較的高い信頼度で推定する

ことができる。ただし,氷 河期の接近に伴な

う気候条件の変化により,地 表の侵食 ・斜面

崩壊等の様相が大きく変化することが予想さ

れ,こ れをどう評価するかが困難な問題 とし

て残 る。この評価に際 しては,日 本の地質特

性,特 に地形と岩質とが重要な要素 となって

くる。また,氷 河作用により処分場が影響 を

受ける確率を算出する為には,こ れらの地質

学的考察のほかに,氷 河作用によりどの様に

処分場が影響を受けるかとい う工学的方法の

方がより重要な問題 となってくる。何故なら,

火山噴火の場合 と異な り,地 表部での氷河の

発達に対 しては,処 分場の工学的強度の如何

が重要なファクターとなって くると考えられ

るからである。

、お わ りに

氷河期 との関連では,間 氷期の海水面上昇

に伴な う影響 も重要である。そのほか,地 震

や断層 も重要な考察対象であるが,こ こでは

紙面の都合で上記二例の紹介に止めた。

なお,こ の小文の理解の一助に地質学的時

間 とい うものがいかに我々の日常的な感覚か

ら程遠いものであるかを示す図(図5)を 一

つ付 しておこう。

(こ さか かずお 東京大学理学部地質学教

室大学院)
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「原 子力 プラン ト運転 の信頼性 に

関す る研究会」昭和53年 度活動 概況

時 枝 茂 治

研究会発足の趣 旨

エネルギーの開発,供 給,利 用の円滑な展

開を図るためには官 ・学 ・民一体 となった協

力体制を整え,そ れらを効率的に機能させる

ことが重要である。本研究所は,こ のような

観点に立って,エ ネルギー技術上の諸問題に

ついて,各 界の専門家による討論 と情報交流

を行 う場を提供 し,責 任ある,し か も時宜に

適 した新 しいエネルギー技術政策にかかわる

研究を行っている。

わが国のエネルギーシステムにおける原子

力の役割は今後益々重要になってくると考え

られる。わが国最初の発電用原子炉(16,6万

kW)が,昭 和41年 に営業運転を開始 していら

いその設備容量は 昭和54年3月 末には1,268

万kWと 増加の一途をたどっている。総合エ

ネルギー調査会報告では,昭 和60年 度3,300

万kW(総 発電電力量に占める割合24%),昭

和65年 度6,000万kW(35%)を 目標 としてい

る。今後,わ が国の電源開発は従来からの火

力に加 え,原 子力が主力になってい くと考え

られ,な かでも原子力はわが国の電力供給に

重要な役割 を果たすものと期待 されている。

原子力発電を積極的に推進することは,わ

が国の将来のエネルギー問題 を解決するため

に不可欠であるとも考 えられるが,近 年わが

国においては,原 子カプラン トの稼動率の低

下が目立ち,こ のことが技術的問題から社会

的問題にまで拡がりつつあ り,原 子力発電の

促進を阻害する大きな要因の一つとなってい

る。 また,最 近,ア メリカのスリーマイル島

原子炉事故で原子力発電所の安全性論議が高

まり,ま すます原発反対運動が激化する方向

にむかいつつある。したがって,原 子力発電

所の技術的信頼性 を高め,故 障を少なくし,

稼動率の向上をはかることは,単 に発電所の

経済性 を高めることだけでな く,そ の社会的

信頼性 を高めることにもつながる重要な研究

課題になっている。

原子力プラン トの技術的信頼性を高めるに

は,

(1)プ ラン ト設計の改良各種材料の研究開

発などのハー ドウエアとしてのプラン ト

の信頼性を向上させる研究

(2)プ ラン トの運転管理,保 守点検技術の

研究開発などのソフ トウエア面からプラ

ン トの信頼性を向上させる研究

が必要になって くる。

われわれは,大 学,研 究所,原子炉ユーザ,

原子炉メーカに属する研究者,技 術者の有機

的協力によって,上 記②に示 したソフ トウエ

ア面から原子力プラン トの技術的信頼性の向

◎
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上に資す るこ とを 目指 し,当 面,次 の3つ の

問題 を取 ⊥げて技術的 に検討 を進 めるこ とを

計画 した。

(1)原 子 カプ ラン トのサーベ イランス技術

の検討

(2)原 子 力プ ラン トの保全技術 に関 するシ

ステム工学的検討

(3)原 子 カプ ラン トにお けるマン ・マシン

・コ ミニ ュケ イシ ョン技術 の検討

これらの検討 によって,原 子 力プラン ト運

転 の信頼性 向上 のためのソフ トウエ ア技術の

開発 に役立 ちたい と考 えてい る。

以⊥ が当研究所 に 「原子力 プラン ト運転の

信頼性 に関 する研究会」 を設置 し,関 係各界

の専門家 の協 力を得 て,検 討お よび評価な ど

を行 ってい る趣 旨であ る。

53年度の活動状況

研究会は,京 都大学 若林二郎 教授を主査

に,前 述の課題 に関心をもつ大学,研 究所,

原子炉ユーザ ・メーカなどの研究者,技 術者

15名で構成されている。

研究会は,参 加メンバーの協力を得てそれ

ぞれの分野の研究成果を講演 していただき検

討および評価を行った。また,研 究会に原子

力プラン トの異常診断に関連 した研究を直接

担 当されている専門家にも出席 していただき

貴重なご講演 もいただいた。

研究会は,第1回 を昭和53年6月2日 に開

催 して以来,昭 和54年3月30日 まで5回 開催

した。研究会で発表された内容は主に大学関

係の研究者による異常診断に関する基礎的な

研究や計算機によるシュミレション実験,及

び,原 子炉ユーザ ・メーカの技術者による異

常診断システム実用fヒのための研究や実機に

取つけた研究など,異 常診断研究の基礎から

応用まで広範多岐にわたつている。

研究会の開催 日および発表 された項 目は次

の通 りである。

一33一

第1回 昭和53年6月2日

1.原 子炉および原子カプラントの動特

性 と異常診断に関する研究

第2回 昭和53年10月6日

1.原 子 炉雑 音解析 につ いて

2.中 性子束 ノ イズモニ ターの開発

第3回 昭和53年12月1日

1.原 子炉ノイズの振動監視装置につい

て

2.温 度 ・流量ゆらぎを用いた高速増殖

炉心局所事故の検出

第4回 昭和54年2月 ユ6日

1.機 械設備の異常診断

2.原 子力発電所の回転体診断システム

の開発

第5回 昭和54年3月30日

1.原 子カブラン トの異常診断システム

の計算機実験

2.雑 音解析によるBWRプ ラン ト診断

システムの開発

(ときえだ しげはる 主任研究員)
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昭和54年 度 事 業 計 画

(昭 和54年4月1日 ～

昭和55年3月31日)

以下は,第3回 理事会(3月27日 開催)で承認さ

れた本年度の事業計画である。

設立の趣 旨にそって情報の収集,加 工,提

供および特定プロジェクトの調査研究を推進

し,併 せてエネルギー技術の普及活動 を進め

ることを基本方針 として次の事業を行なう。

1.エ ネルギーに係る科学技術に関する調査

について。

各種情報の中からエネルギーに関連する

と思われるものを,国 内および海外の諸機

関との情報交流等 を通 じて広 く収集 し,技

術的見地から,整 理する。

(1)エ ネルギー技術データベース基礎資料

の情報収集検索 ・処理。

2.エ ネルギーの開発 ・供給 ・利用に係 る科

学技術資料情報の分析法・評価法・体系化法

の開発および応用に関する研究について。

エネルギーの開発 ・供給 ・利用に係 る科

学技術資料 ・情報に関 して,そ れらの分析

・評価 ・体系化 を行 うための手法の開発研

究 を実施 し,そ の成果をもととしてそれら

の科学技術資料 ・情報の確度(信 頼性)の

分析 ・評価,動 的な変動予測,相 関性の評

価,目 的に応 じた体系化などを行い,こ れ

ら資料 ・情報の利用価値の向上をはかるこ

ととする。

(1)エ ネルギー技術データベースの体系化

法の開発研究。

② エネルギー技術の動的評価法の開発研

究。

(3)核 燃料サイクルの評価法の開発研究。

3.エ ネルギーの開発 ・供給 ・利用に係 る技

術上の基礎 的事項に関する部門的総合的な

研究について。

エネルギー新技術の萌芽の発見と評価,

エネルギー技術要素の特性向上,安 全性 ・

信頼性の評価,エ ネルギー開発 ・供給 ・利

用のための各種システムの評価研究,開 発

計画の立案と最適化など,部 門的ならびに

総合的な技術的見地からの研究を行 う。

(1)海 水ウラン回収 システム技術の総合研

究。

② 新エネルギー技術シーズの総合研究。

4.エ ネルギーの開発 ・供給 ・利用に係る技

術上の応用的事項に関する部門的総合的な

研究について。

刻々変化する社会的 ・経済的 ・技術的な

多種多様な制約の もとでエネルギーの開発

・供給 ・利用に関 して現実性のある最適な

システムを設計する。

このため,計 算機による設計技法の研究

をするとともに本研究所の収集蓄積 した資

料ならびに必要に応 じて行 う実験の成果を

も活用することとする。

さらに,こ れらの最適システムの設計研

究の成果を具体的プロジェクトに応用する

研究を行い,プ ラン ト設備や機器の開発に

資す ることとする。

(1)将 来におけるエネルギー立地の構想と

評価調査研究。

(2)核 熱の産業用利用に関する調査研究。

(3)廃 炉に関する調査研究。

5.前 三号の研究に係わる試験について。

前三号の研究に伴 う計算機実験の他,エ

ネルギーの開発,供 給,利 用に資する材料
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・要素 ・機器等 の試験 も随時行 うこ ととす

る。

(1)エ ネ ル ギー技術 デー タベ ースの体 系化

法 の開発研究 に係 る試験。

6.前 各 号の調査,研 究,試 験 の成果 に係 る

資料 の作成,整 備,提 供 につ いて。

前各号の 事業で 得 られた 成果 の うちか

ら,技 術 情報 として有 用度 の高い もの を選

択的 に,ま た 目的に応 じて分類 的に,そ れ

ぞれ定期的に編 集 して利 用者に提供 し,さ

らに一部 は出版 ・展示 ・講演会等に よ り公

表 して広 く利 用に供 す ることとす る。

また,そ れぞ れの 目的に応 じたエネル ギ

ー技術 の総合的研究に関 して指導 を行い ,

入 材 を養成す るなど,エ ネル ギー技術の指

導 ・普及 ・啓蒙 に努 めるこ ととす る。

(1)技 術 情報 の編集,整 備。

(2)定 期 刊行物 の出版。

㈲ エネルギー技術普及講演会 の開催。

7.そ の 他

エネルギーの開発,供 給,利 用の円滑な

展開 を図 るためには官 ・学 ・民一体 とな っ

た協力体制 を整 え,効 率的 に機 能 させ るこ

とが重要であ る。本研究所は,こ の ような

観点に立 って,エ ネルギー技術上の諸問題

につい て,各 界の専門家 による討論 と情報

交流 を行 う場 を提供 し,責 任あ る,し か も

時宜 に適 した新 しいエネル ギー技術政策に

ついて提言 を行 うこととす る。

また,エ ネル ギー技術 に関す る国際協力

の積極的な推進な ど,本 研究所の趣 旨にか

なった諸事業 を行 うこと とす る。

(1)エ ネ ルギー技術懇談会 の設置 および運

営。

(2)原 子 カプラン ト運転 の信頼性 に関す る

研究会。

(3)内 外 の関連研究機 関 との研究協 力の検

討。

D
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研 究 所 の う ご き

(昭和54年3月1日 ～5月31日)

◇ 理事会開催

D第3回 理事会

日時:昭 和54年3月27日12:00～13:30

場所:経 団連会館906号 室

議題:(1)昭 和54年 度事業計画及び収支予算につい

て。

(2)昭 和54年 度運営費の借入について。

(3)監 事の選任について。

2)第4回 理事会

日時:昭 和54年5月21日 ユ2:00～13:30

場所:経 団連会館906号 室

議題:(1)昭 和53年 度事業報告及び収支決算につい

て。

(2)日 本自転車振興会からの昭和54年 度運営

強化資金補助金の受入れについて。

以上議案はいずれ も原案のとおり承認された。

◇ 企画委員会開催(第1回)

日時=昭 和54年4月13日 τ5:00～17:00

場所:農 林年金会館7階 きりの聞

議題:(1)昭 和53年 度及び54年 度 の調査研究概要

(説明)。

(2)企 画委員会ρ進め方について。

なお,委 員は下記の方々にお願いしている。

企画委員会委員(昭 和54年4月 現在)

、 委員長 大島 恵一 理事・東京大学工学部教授

秋山 守 理事・東京大学工学部教授

秋山 直文 中部電力(株)総合技術研究所

長

生田 豊朗 理事・(財)日本エネルギー経

済研究所所長

板谷 義郎(社)日 本電機工業会技術部長

河野 俊之(財)日 本自動車研究所理事

近藤 駿介 研究嘱託・東京大学工学部助

教授

鈴木 利勝 日本鋼管(株)技術開発本部主

任部員

末田 守 エネルギー総合推進委員会事

務局長

中村 貢 東京大学経済学部教授

堀 比呂志 関西電力(株)企画部調査役

三井 恒夫 東京電力(株)技術開発研究所

所長

若沢 敏(社)日 本瓦斯協会技術部長

武田 康 専務理事

(注)石 油連盟には現在人選をご依頼中。

◇ 主なできごと

3月2日(金)「 核熱の産業利用に関する調査」委

員会(以 下 「核熱委」と略す)ワ ー

キング ・グループ打合せ(以 下 「W

G」 と略す)第7回 開催。

5日(月)「 重質油分解技術の動的評価」委員

会(以 下 「重質油委」と略す)WG

第22回 開催。

8日(木)重 質油委WG第23回 開催。

「エネルギー技術データベース体系

化の開発」委員会(以 下「EDB委 」

と略す)材 料技術分科会の準備打合

せ開催。

10日(土)

12日(月)

13日(火)

15日(木)

16日(金)

17日(土)

19日(月)

20日(火)

24日(土)

26日(月)

27日(火)

核熱委WG第8回 開催。

核熱委WG第9回 開催。

重質委WG第24回 開催。

第3回 核熱委開催。

核熱委WG第10回 開催。

重質油委WG第25回 開催。

第3回 高レベル廃棄物地層処分のリ

スク解析委員会(以 下 「HLWリ ス

ク委」と略す)開 催。

核熱委WG第11回 開催。

「将来におけるエネルギー立地の構

想と評価」WG第6回 開催。

第5回 重質油委開催。

受託研究 「核熱の産業利用に関する

調査」報告書を通産省に提出。

金属鉱業事業団主催の海水ウラン調

査研究グループ総会で,当 研究所実

施の昭和53年 度の研究報告を行う。

重質油委WG第26回 開催。

重質油委WG第27回 開催。

第3回 理事会開催。

重質油委WG第28回 開催。

一36一

ー

8

◎

◎
1

!



3月29日(木)

30日(金)

4月11日(水)

13日(金)

27日(金)

28日(土)

受託研究 「重質油分解技術の動的評

価に関する研究」の報告書を通産省

に提出。

第5回 原子カプラン ト運転の信頼性

に関する研究会開催。

第4回HLWリ スク委開催。

第1回 企画委員会開催。

第1回 トリウム燃料サイクルバック

エン ドの予備評価委員会開催。

受託研究 「昭和53年 度高 レベル廃棄

物地層処分に関するリスク解析手法

の調査研究」の報告書を動燃事業団

5月11日(金)

15日(火)

16日(水)

21日(月)

に提出。

会議室増設(9階 に)使 用開始。

EDB材 料技術分科会第1回 開催。

通産省のエネルギー担当官との懇談

会開催。

第4回 理事会開催。

◇ そ の 他

人 事 異 動

4月1日 付で,新 たに高倉毅研究員が入所。5月

12日付 で,平 野稔幸研究員が退所(出 向解除,興 亜

石油(株)に 帰社)し た。

●
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